










●令和4年度（2022年度） 〈経常〉 収入支出予算 （自健保の期間内収入出損益を表します）

経常収入合計

経常支出合計

8,138百万円

8,897百万円

差引額 △759百万円

収 入
9,142百万円

一般保険料 89%

調整保険料 1%
繰越金 7%
繰入金  1%
その他  2%

支 出
9,142百万円

その他 3% 予備費（収支差引額）1%

前期高齢者納付金 13%

後期高齢者
支援金
23%

保険給付費
56%

保健事業費 4%

令和4年度（2022年度）予算

保険給付費
前期高齢者納付金
後期高齢者支援金
保健事業費
その他
予備費（収支差引額）

合　計

科目
支　　出
金額（百万円） 前年度見込差（百万円）

319

△318
105
125
31
111
373

5,078
1,137
2,129
381
306
111

9,142

一般保険料

調整保険料

繰越金

繰入金

その他

合　計

科目
収　　入
金額（百万円） 前年度見込差（百万円）

△208

△6

△156

106

△20

△284

8,100

129

653

106

154

9,142

収入支出予算のお知らせ令和4年度
（2022年度）

第１４３回組合会が２月２４日に開催され、令和４年度(2022年度）収入支出予算等が審議・承認されました。また、傷病手当
金の通算化（法改正）に伴い、延長傷病手当金（当健保独自の付加給付）を改定する規約変更などが審議・承認されました。
令和３年度（2021年度）は、保険給付費が例年レベルに回復しました。健診や特定保健指導などの保健事業に注力しまし

たが、全国の健保と同様に、財政は非常に厳しい状況です。労使で協議する健保財政検討委員会から保険料の見直しが
答申されました。健保財政の安定運営のために保険料率を見直すことを検討していきます。
全加入者が、自身の状況に応じ、積極的に疾病の早期発見・早期治療と生活習慣の見直しによる健康増進も重要です。
保健事業を本機関誌やホームページで周知していきますので、積極的な活用をお願いします。

４年連続の経常赤字予算となりました。
積立金を取崩し、保険料率9.0%は据置き。
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●健康保険料（率）の内訳

令和４年度(2022年度）の健康保険料率は、90/１０００で現行のまま据置きます。

健康保険料 ＝ 一般保険料（基本保険料＋特定保険料）＋調整保険料

健康保険法第47条第2号および当健保規約に基づき、標準報
酬月額を見直した結果、令和４年度（2022年度）の標準報酬月
額の上限は、410,000円で現行のまま据置きます。
なお、退職時の標準報酬月額が410,000円未満の方は、退職
時の標準報酬月額になります。

健康保険法附則第3条および当健保規約に基づき、標準報酬月
額を見直した結果、令和４年度（2022年度）の標準報酬月額は、
320,000円で現行のまま据え置きます。

〈標準報酬月額上限〉　410,000円
〈保険料月額上限〉　　  44,690円
 （健康保険料36,900円、介護保険料7,790円）

●規約の一部変更（延長傷病手当金の期間変更）

●延長傷病手当金の支給期間を「傷病手当金終
了後暦日1年6ヵ月」から「傷病手当金支給開始
後暦日3年」へ変更する。

〈標準報酬月額〉　　　320,000円
〈保険料月額〉　　　　  34,880円
 （健康保険料28,800円、介護保険料6,080円）

・ 介護保険料は、４０歳以上65歳未満の被保険者から徴収
・ 退職時の標準報酬月額が410,000円未満の方は、ホームページで
　「標準報酬・保険料表」を参照

・ 介護保険料は、４０歳以上65歳未満の被保険者から徴収

基本保険料（率） ： 49.99/1000
＊加入者のための費用
（法定給付費・付加給付費
 保健事業費・健保運営費用 等）

＊高齢者等の医療を支える費用
（前期高齢者納付金・後期高齢者支援金 等）

一般保険料（率） ： 88.7/1000
調整保険料（率） ： 1.3/1000

＊高額医療費の還付や財政逼迫
  組合への交付金に要する費用

（健保連本部へ拠出）

特定保険料（率） ： 38.71/1000

健康保険料（率） ： 90/1000

●高齢者の介護を社会全体で支えるためのしくみが介護保険です。４０歳以上の人は健康保険料と一緒に介護保険料を負担します。
（６５歳以上は市区町村へ納付）
●被保険者の標準報酬月額と標準賞与額に介護保険料率を掛けて保険料を徴収します。
　2022年度の介護保険料率は１．９％で事業主と折半します。（任継・特退は、被保険者が全額負担）
●被扶養者（４０歳以上６５歳未満）の分も含め、介護納付金として国庫へ納付します。
●介護納付金の算出制度変更により、介護納付金は年々増加しています。

介護保険料、介護納付金とはTopics

事業主負担分 54.15/1000
90/1000

35.85/1000
任意継続・特例退職

本人負担分

保険料率 ： ９０/１０００健康保険料  ＝  標準報酬月額  ×  保険料率
（標準報酬賞与額）

健康保険料（率）

介護保険料（率） 〈４０歳以上65歳未満の被保険者から徴収〉

主な議決事項について

任意継続被保険者（任継）の標準報酬月額・保険料 特例退職被保険者（特退）の標準報酬月額・保険料

（６５歳以上の被保険者・被扶養者の介護保険料は市区町村から徴収されます）

令和４年度(2022年度）の介護保険料率は、１９/１０００で現行のまま据え置きます。
介護保険料  ＝  標準報酬月額  ×  保険料率

事業主負担分 9.5/1000
19/1000

9.5/1000
任意継続・特例退職

本人負担分

保険料率 ： 19/１０００（標準報酬賞与額）

出勤

不支給
欠勤
傷手支給

出勤

不支給

出勤

不支給

出勤

不支給

欠勤

傷手支給

欠勤

傷手支給

欠勤

延長傷手支給

治療期間 治療期間 治療期間 治療期間
通算1年6ヵ月

傷病手当金支給開始後3年
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